
北日本新聞社 カスタマーハラスメントに対する基本方針 

 

【基本的な考え方】 

北日本新聞社は、地域に根差した情報発信とサービスの提供を通じて、豊かな社会づくり

に 貢献します。私たちは、お客様からの建設的なご意見やご指摘を大切にし、誠実に対応

いたします。 

一方で、当社で働くすべての従業員（役員、正社員、契約社員、派遣社員等）に対し、社

会通念上相当な範囲を超える言動（カスタマーハラスメント）は、働く者の尊厳を傷つけ、

安全な職場環境を脅かす重大な問題であると認識しています。 

当社は、これらカスタマーハラスメントに対して、働くすべての従業員の心身の安全を守

るため、組織として毅然とした態度で対応いたします。 

 

【対象となる行為】 

 当社では、厚生労働省の指針に基づき、以下のような行為をカスタマーハラスメントと判

断いたします。なお、これらは例示であり、これらに限られるものではありません。 

 

身体的な攻撃 

暴力、物の投げつけ、胸ぐらをつかむ等の身体的接触。 

精神的な攻撃・威圧的な言動 

脅迫的な言動、大声での罵倒、人格を否定するような侮辱、差別的な発言、土下座の強要。 

拘束的な言動 

長時間の電話、執拗な居座り、業務に支障をきたす頻繁な連絡や過度な繰り返しによる要求。 

個人に対する攻撃 

特定の従業員に対する SNS での誹謗中傷、写真・動画の無断掲載、氏名の公表による脅し。 

不当な要求 

法的な根拠のない金品要求、規約の範囲を超えた返金や交換の要求、過度な役務の提供。 

業務への介入 

正当な理由のない記事の訂正・削除の強要、編集権への不当な介入、特定の担当者の解雇や

配置転換の要求。 

性的言動（セクシャルハラスメント） 

  



 

【北日本新聞社としての対応姿勢】 

組織的対応 

現場の担当者個人に責任を負わせず、会社として対応します。 

記録の実施 

事実関係の正確な把握と適切な対応のため、通話内容の録音や面談内容の録画・記録を行う

場合があります。 

相談体制の整備 

被害を受けた従業員が安心して相談できる窓口を設置し、速やかなケアを行います。 

サービスの停止 

ハラスメントが継続される場合、誠に遺憾ながらお取引やサービスの提供をお断りするこ

とがあります。 

法的措置 

悪質と判断されるケースでは、警察・弁護士等の専門機関と連携し、民事・刑事の両面から

法的措置を含め厳正に対処します。 
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